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２ 諮 問 

諮問第１号 特定生産緑地の指定について 

 

３ 報 告 

報告第３号 鎌倉都市計画ごみ焼却場及びごみ処理場の変更について 

報告第４号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について 

報告第５号 鎌倉市都市マスタープランの改定に向けた取組について 

 

４ その他 

 

５ 閉 会 

 



役職 氏名 推薦母体

1 市川
イチカワ

　幸子
サチコ

鎌倉市農業委員会

2 大森
オオモリ

　道
ミチ

明
ヒロ

鎌倉市観光協会

3 久保田
クボタ

　陽彦
ハルヒコ

鎌倉商工会議所

役職 氏名 会派

4 大石
オオイシ

　和久
カズヒサ

公明党鎌倉市議会議員団

5 後藤
ゴトウ

　吾郎
ゴロウ

自民党・無所属の会

6 前川
マエカワ

　綾子
アヤコ

夢みらい鎌倉

役職 氏名 所属（専門）

7 久寿米木
クスメギ

　恵美子
エミコ

建築士（建築）

8 ○ 谷口
タニグチ

　綾子
アヤコ

筑波大学教授（社会工学）

9 永野
ナガノ

　征男
ユキオ

日本大学名誉教授（都市地理学）

10 町田
マチダ

　怜子
レイコ

東京農業大学教授（造園学）

11 ○ 村瀬
ムラセ

　敦子
アツコ

弁護士（法律）

12 ◎ 村山
ムラヤマ

　顕人
アキト

東京大学大学院工学系研究科教授（都市工学）

役職 氏名 所属

13 星名
ホシナ

　隆
タカシ

神奈川県藤沢土木事務所長

14 森
モリ

　文男
フミオ

神奈川県鎌倉警察署長

※役職は会長◎副会長○

鎌倉市都市計画審議会委員名簿

任期：令和６年（2024年）６月１日～令和８年（2026年）５月31日

※氏名は五十音順

市民

学識経験のある者

関係行政機関の職員

市議会議員



事務局

まちづくり計画部担当部長 服部　基己

まちづくり計画部次長
兼都市計画課担当課長

永井　淳一

都市計画課担当課長 大江　尚

都市計画課課長補佐 祖父江　和彦

都市計画課都市計画担当 齋藤　憂希

都市計画課都市計画担当 内田　拓海

都市計画課都市計画担当 水谷　司

関係課出席者

環境部次長
兼環境施設課長

不破　寛和

環境施設課担当係長 鬼頭　弘治

環境施設課環境施設担当 大島　滉二

事務局名簿



諮問第１号 

 

 

 

 

特 定 生 産 緑 地 の 指 定 に つ い て 



目次 

 

特定生産緑地指定図（案）・・・・・・・・・・・・・資料１ 

特定生産緑地指定一覧表 ・・・・・・・・・・・・・資料２ 

位置図 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料３ 

指定状況及び事務フロー ・・・・・・・・・・・・・資料４ 

関係法令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・巻末 



No.154 指定

生産緑地の
指定状況
120箇所

平成７年指定
1箇所

今回の意向
確認箇所

指定(全部)
1箇所

令和６年度第２回都市計画審議会資料
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特定生産緑地指定一覧表

箇所番号 農地等の所在地
特定生産緑地
指定面積（案）

(㎡)

生産緑地地区
都市計画

決定面積(㎡)

当初指定
年月日

指定する
範囲

要綱第３条
指定の要件　該当項目

同要綱第３条（１）に基づく
指定基準

１指定の要件　該当項目

同要綱第３条（１）に基づく
指定基準

２指定する農地等　該当項目

同要綱第３条（１）に基づく
指定基準

３指定しない農地等　該当項目
判定

備考

【凡例】
要綱……鎌倉市特定生産緑地指定等に関する事務取扱要綱
指定基準…鎌倉市生産緑地地区指定基準

特定生産緑地指定基準への適合性

地番

585-4
584-6

令和６年度第２回都市計画審議会資料

資料２

（１）及び（２） （１）、（２）及び（３） （１） なし 適合600 全部平成7年12月26日154
585-5
585-7

◆鎌倉市特定生産緑地指定等に関する事務取扱要綱
（指定の要件）
第３条　特定生産緑地に指定することができる生産緑地地区は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。
　⑴　鎌倉市生産緑地地区指定基準（平成30年７月５日）の１指定の要件及び２指定する農地等並び
　　に鎌倉市生産緑地地区指定基準細目（平成30年７月５日）に掲げる条件に該当していること。
　⑵　申出基準日から起算して２年前の日が属する年度の初日を経過した生産緑地地区であること。
　　ただし、生産緑地地区の区域を拡大する都市計画変更をした拡大部分（以下「生産緑地地区の拡
　　大部分」という。）については、前述の「２年前」とあるのは「５年前」と、「生産緑地地区」
　　とあるのは「生産緑地地区の拡大部分」と読み替えるものとする。

◆鎌倉市生産緑地地区指定基準
１　指定の要件
生産緑地地区として定めることができる農地等は、次に掲げる要件に該当する一団の農地等の区域とする。
（１）公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境
　　　の確保に相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地とし
　　　て適しているものであること。
（２）300平方メートル以上の規模の区域であること。
（３）用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条件を備えていると
　　　認められるものであること。
２　指定する農地等
１の指定の要件に該当する一団の農地等の区域のうち、次のいずれかに該当するものであること。
（１）各種の中長期計画等に適合しているもの。
（２）新たに指定することにより、既に指定した２以上の生産緑地地区の一体性が
　　　図られるもの又は既に指定した生産緑地地区の整形化が図られるもので、一
　　　団の農地等で良好な都市環境の形成に資するもの。
（３）延焼防止の機能を有するなど、災害対策の観点から効果が期待できるもの。
（４）同一の街区又は隣接する街区に存在する複数の農地等が、一体として緑地機
　　　能を果たすことにより、良好な都市環境の形成に資するもの。
３　指定しない農地等
次の各号のいずれかに該当するものは、前２項にとらわれず指定をしない。
（１）高度利用地区、特定街区の区域内にあるもの。
（２）周りを塀で囲ってあるなど、公園緑地の補完機能が十分に発揮できないもの
　　　と認められるもの。
（３）その他市長が指定をしない特別な理由があるもの

鎌倉市津字丹後ヶ谷 600

1
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生産緑地法（抜粋） 
 

（生産緑地地区に関する都市計画） 

 

第三条 市街化区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項の規定による市街

化区域をいう。）内にある農地等で、次に掲げる条件に該当する一団のものの区域について

は、都市計画に生産緑地地区を定めることができる。 

 

一 公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の確保に相

当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地として適しているものであるこ

と。 

 

二 五百平方メートル以上の規模の区域であること。 

 

三 用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条件を備えていると認められる

ものであること。 

 

２ 市町村は、公園、緑地その他の公共空地の整備の状況及び土地利用の状況を勘案して必要

があると認めるときは、前項第二号の規定にかかわらず、政令で定める基準に従い、条例

で、区域の規模に関する条件を別に定めることができる。 

 

（特定生産緑地の指定） 

 

第十条の二 市町村長は、申出基準日が近く到来することとなる生産緑地のうち、その周辺の

地域における公園、緑地その他の公共空地の整備の状況及び土地利用の状況を勘案して、当

該申出基準日以後においてもその保全を確実に行うことが良好な都市環境の形成を図る上で

特に有効であると認められるものを、特定生産緑地として指定することができる。 

 

２ 前項の規定による指定（以下単に「指定」という。）は、申出基準日までに行うものと

し、その指定の期限は、当該申出基準日から起算して十年を経過する日とする。 

 

３ 市町村長は、指定をしようとするときは、あらかじめ、当該生産緑地に係る農地等利害関

係人（第三条第四項に規定する農地等利害関係人をいう。以下同じ。）の同意を得るととも

に、市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれていないときは、

当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会。第十条の四第三項において同

じ。）の意見を聴かなければならない。 

 

４ 市町村長は、指定をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、当該特定生産緑地

を公示するとともに、その旨を当該特定生産緑地に係る農地等利害関係人に通知しなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

巻末 

関係法令 
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鎌倉市特定生産緑地指定等に関する事務取扱要綱 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、生産緑地法（昭和 49 年法律第 68 号。以下「法」という。）、生産

緑地法施行令（昭和 49 年政令第 285 号。以下「施行令」という。）及び生産緑地法施

行規則（昭和 49 年建設省令第 11 号。以下「施行規則」という。）に規定する特定生産

緑地の指定等の事務取扱について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の定義は、法、施行令、施行規則で定義する用語

の例による。 

（指定の要件） 

第３条 特定生産緑地に指定することができる生産緑地地区は、次の各号に掲げる要件を

満たすものとする。 

 ⑴ 鎌倉市生産緑地地区指定基準（平成 30年７月５日）の１指定の要件及び２指定する

農地等並びに鎌倉市生産緑地地区指定基準細目（平成 30年７月５日）に掲げる条件に

該当していること。 

 ⑵ 申出基準日から起算して２年前の日が属する年度の初日を経過した生産緑地地区で

あること。 

ただし、生産緑地地区の区域を拡大する都市計画変更をした拡大部分（以下「生産緑

地地区の拡大部分」という。）については、前述の「２年前」とあるのは「５年前」

と、「生産緑地地区」とあるのは「生産緑地地区の拡大部分」と読み替えるものとす

る。 

（指定の意向確認） 

第４条 特定生産緑地の指定について、市長から意向確認を受けた生産緑地地区の所有者

のうち、特定生産緑地の指定を希望する者は、特定生産緑地指定意向確認書（第１号様

式）に意向確認生産緑地地区明細書（第２号様式）、特定生産緑地地区指定同意書（第

３号様式）及びその他市長が必要と認める書類を添えて市長に提出するものとする。 

（指定の提案） 

第５条 法第 10 条の４第１項の規定に基づき、特定生産緑地の指定を提案しようとする

生産緑地地区の所有者（以下「提案者」という。）は、特定生産緑地指定提案書（第４

号様式）に提案生産緑地地区明細書（第５号様式）、特定生産緑地指定合意書（第６号

様式）及びその他市長が必要と認める書類を添えて市長に提出するものとする。 

（指定） 

第６条 市長は、第４条に規定する指定の意向確認があった生産緑地地区を特定生産緑地

に指定しようとするときは、都市計画審議会の意見を聴いたうえで、当該生産緑地地区

の申出基準日までに指定するものとする。 
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２ 市長は、前条に規定する指定の提案があった生産緑地地区を特定生産緑地に指定しよ

うとするときは、都市計画審議会の意見を聴いたうえで、当該生産緑地地区の申出基準

日までに指定するものとする。 

３ 市長は、特定生産緑地の指定をした土地については、法第 10 条の２第４項に基づき

公示するとともに、農地等利害関係人に対し、特定生産緑地指定通知書（第７号様式）

により通知するものとする。 

（指定しない場合） 

第７条 市長は、第５条の提案がされた生産緑地地区について、特定生産緑地の指定をし

ないこととしたときは、特定生産緑地に指定しない旨の通知書（第８号様式）により理

由を明記して提案者に通知するものとする。 

（指定の期限の延長） 

第８条 市長は、特定生産緑地の指定の期限を延長するときは、第３条、第４条、第６条

第１項及び同条第３項の規定を準用する。この場合において、第３条第２号及び第６条

第１項中の「申出基準日」とあるのは「指定期限日」と、第３条第２号及び第４条第１

項中「特定生産緑地指定意向確認書（第１号様式）」とあるのは「特定生産緑地指定期

限の延長意向確認書（第９号様式）」と、「意向確認生産緑地地区明細書（第２号様

式）」とあるのは「延長意向確認生産緑地地区明細書（第 10 号様式）」と、「特定生

産緑地指定同意書（第３号様式）」とあるのは「特定生産緑地指定の期限の延長同意書

（第 11 号様式）」と、第６条第３項中「特定生産緑地指定通知書（第７号様式）」と

あるのは「特定生産緑地指定の期限の延長通知書（第 12 号様式）」と読み替えるもの

とする。 

（指定の解除） 

第９条 市長は、特定生産緑地に指定している生産緑地地区の法第８条に規定する行為の

制限が解除された場合、もしくは残存する特定生産緑地が第３条の要件を満たさなくな

ったときは、特定生産緑地の指定を解除し、その旨を公示するとともに、農地等利害関

係人に対し、特定生産緑地指定解除通知書（第 13 号様式）により通知するものとす

る。 

付 則 

この要綱は、令和２年２月 19 日から施行する。 
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鎌倉市生産緑地地区指定基準 

 
当初：平成 30 年 7 月 ５ 日 

 
 

生産緑地法（昭和 49 年法律第 68 号）第３条に基づき、生産緑地地区として定める市街化区域内の

農地等は、良好な都市環境の形成に資することを目的とし、次に生産緑地地区指定基準等を定めるも

のとする。 

 

１ 指定の要件 

生産緑地地区として定めることができる農地等は、次に掲げる要件に該当する一団の農地等の区

域とする。 

（１） 公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の確保に相当の

効用があり、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地として適しているものであること。 

（２） 300 平方メートル以上の規模の区域であること。 

（３） 用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条件を備えていると認められるもの

であること。 

２ 指定する農地等 

１の指定の要件に該当する一団の農地等の区域のうち、次のいずれかに該当するものであること。 

（１） 各種の中長期計画等に適合しているもの。 

（２） 新たに指定することにより、既に指定した２以上の生産緑地地区の一体性が図られるもの又

は既に指定した生産緑地地区の整形化が図られるもので、一団の農地等で良好な都市環境の

形成に資するもの。 

（３） 延焼防止の機能を有するなど、災害対策の観点から効果が期待できるもの。 

（４） 同一の街区又は隣接する街区に存在する複数の農地等が、一体として緑地機能を果たすこと

により、良好な都市環境の形成に資するもの。 

３ 指定しない農地等 

次の各号のいずれかに該当するものは、前２項にとらわれず指定をしない。 

（１） 高度利用地区、特定街区の区域内にあるもの。 

（２） 周りを塀で囲ってあるなど、公園緑地の補完機能が十分に発揮できないものと認められるも

の。 

（３） その他市長が指定をしない特別な理由があるもの。 

４ 指定の手続 

生産緑地地区は、その対象となる農地等の所有者に生産緑地地区に関する都市計画決定に必要な

書類の提出を求め、当該農地等の現況及び将来の見通しを勘案してこれを審査の上、都市計画決定

の手続に従い、必要と認められるものについて定めるものとする。 

 

５ 適正管理 

生産緑地地区として定められた農地等については、良好な都市環境の形成に資するよう農業委員

会等の協力の下に、適正管理について指導を行うものとする。 
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鎌倉市生産緑地地区指定基準細目 

 
当初：平成 30 年 7 月 ５ 日 

 

１ 指定基準２（１）「各種の中長期計画等」とは次のものをいう。 
（１） 鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平成 28 年 11 月） 
（２） 鎌倉市都市マスタープラン（平成 27 年９月） 
（３） 鎌倉市緑の基本計画（平成 23 年９月） 
（４） 鎌倉市景観計画（平成 29 年３月） 
（５） 鎌倉市地域防災計画（平成 25 年２月） 
（６） 鎌倉市農業振興ビジョン（平成 30 年７月） 

２  指定基準２（２）「新たに指定することにより、既に指定した２以上の生産緑地地区

の一体性が図られるもの又は既に指定した生産緑地地区の整形化が図られるもの」と

は下図の例による。 
（１） 一体性が図られるもの。 

【例１】    【例２】 

 
  

 
 
 
 
 
 
・所有者、面積要件は問わない。 
・６ｍ以下の道水路等が介在していても一団と見なす。 
・ずれが生じている場合は、そのずれが概ね接する辺長の過半を上回らないもので

あること。 
（２） 整形化が図られるもの。 

【例１】 【例２】 【例３】 

 
 
 
 
 
・所有者、面積要件は問わない。 
・農業用道水路等が介在していても一団と見なす。 
・接続する農地が不整形な場合は全周長の概ね過半以下が既設の生産緑地地区に接

すること。 

   

    

既
指
定 

既
指
定 

追 

加 
既
指
定 

追 

加 

既
指
定 

幅員6ｍ以下 

道
路
・
水
路
等 

既指定 

 追加 

既指定 既指定 

追加 
追加 
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３  指定基準２（３）「延焼防止の機能を有するなど、災害対策の観点から効果が

期待できるもの」とは、次のいずれかに該当するものとする。 
（１） 建築物と建築物の間に存するもので延焼防止の機能を有するもの。 
（２） 一時避難地としてのオープンスペース機能を有する 300 ㎡以上の一体の

もの。 
（３） その他公園、緑地機能を補完する機能を有するもの。 

４  指定基準２（４）「同一の街区又は隣接する街区に存在する複数の農地等が、

一体として緑地機能を果たすことにより、良好な都市環境の形成に資するもの」

とは、下図に示すとおり、面積が概ね 100 平方メートル以上の１の農地等の間の

距離が直線で 250ｍ以下であり、かつ、所有者が同一であるものとする。なお、

６ｍ以下の道路・水路等が介在している場合においても一団と見なすものとする。 
 
 
【例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②100 ㎡ 

③100 ㎡ 

道
路
・ 
水
路
等 250ｍ以下 

幅員 6ｍ以下 

250ｍ以下 

250ｍ以下 

①100 ㎡ 



報告第３号 

 

 

 

 

鎌倉都市計画ごみ焼却場及びごみ処理場の 

変更について 



目次 

 

   鎌倉都市計画ごみ焼却場の変更に係る都市計画原案・・・資料１ 

   鎌倉都市計画ごみ処理場の変更に係る都市計画原案・・・資料２ 

   スライド資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料３ 



鎌倉都市計画ごみ焼却場の変更（鎌倉市決定） 

都市計画ごみ焼却場中、第１号名越ごみ焼却場を廃止する。 

名称 
位置 面積 備考 

番号 ごみ焼却場名 

１ 名越ごみ焼却場 鎌倉市大町五丁目地内 約 0.4ha 

理由 

別添理由書のとおり 

（原案） 資料１



理 由 書 

 鎌倉市のごみ処理施設に関する方針については、「鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び

保全の方針」において、「ごみ処理施設については、ごみ処理の広域化を視野に入れながら、施設

の継続性や新たなごみ処理施設の適切な配置等について検討する。」や「ごみ焼却施設に関して

は、老朽化等の問題を抱えているため、施設整備を進める。」とされています。 

また、「鎌倉市都市マスタープラン」の「部門別方針/循環型のまちづくりの方針」においては、

「名越クリーンセンターや今泉クリーンセンターのあり方等、新たなごみ処理体制の確立に向けた

都市基盤施設の整備について検討します。」としています。 

さらに、第３次鎌倉市一般廃棄物処理基本計画（令和３年（2021 年）６月改定）及び鎌倉市・逗

子市・葉山町ごみ処理広域化実施計画（令和２年（2020 年）８月策定）においては、現在、市内で

排出される燃やすごみを焼却処理している名越ごみ焼却場（名越クリーンセンター）について、施

設の老朽化に伴い、令和６年度をもって稼働を停止することとしています。 

稼働停止後は、同施設を解体し、その跡地に市内で排出された燃やすごみを処理先へ効率的に運

搬するためのごみ中継施設を整備し、広域連携により適正に処理を行う計画です。 

以上のことから、鎌倉都市計画ごみ焼却場中第１号名越ごみ焼却場を廃止するものです。 

（原案）



（原案）



鎌倉都市計画ごみ処理場の変更（鎌倉市決定） 

都市計画ごみ処理場に第２号名越ごみ処理場を追加する。 

名称 
位置 面積 備考 

番号 ごみ処理場名 

２ 名越ごみ処理場 鎌倉市大町五丁目地内 約 0.5ha 
処理能力 

120ｔ/日 

「区域は計画図表示のとおり」 

理由 

別添理由書のとおり 

（原案） 資料２



理 由 書 

 鎌倉市のごみ処理施設に関する方針については、「鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び

保全の方針」において、「ごみ処理施設については、ごみ処理の広域化を視野に入れながら、施設

の継続性や新たなごみ処理施設の適切な配置等について検討する。」や「ごみ焼却施設に関しては、

老朽化等の問題を抱えているため、施設整備を進める。」とされています。 

また、「鎌倉市都市マスタープラン」の「部門別方針/循環型のまちづくりの方針」においては、

「名越クリーンセンターや今泉クリーンセンターのあり方等、新たなごみ処理体制の確立に向けた

都市基盤施設の整備について検討します。」としています。 

さらに、第３次鎌倉市一般廃棄物処理基本計画（令和３年（2021年）６月改定）及び鎌倉市・逗

子市・葉山町ごみ処理広域化実施計画（令和２年（2020年）８月策定）においては、現在、市内で

排出される燃やすごみを焼却処理している名越ごみ焼却場（名越クリーンセンター）について、施

設の老朽化に伴い、令和６年度をもって稼働を停止することとしています。 

稼働停止後は、同施設を解体し、その跡地に市内で排出された燃やすごみを処理先へ効率的に運

搬するためのごみ中継施設を整備し、広域連携により適正に処理を行う計画です。 

以上のことから、別途、鎌倉都市計画ごみ焼却場第１号名越ごみ焼却場を廃止し、新たに上記

計画に位置付けられた処理施設の整備を図るべく、本案のとおり鎌倉都市計画ごみ処理場第２号

名越ごみ処理場を追加するものです。 

（原案）



（原案）
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図面の名称
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鎌倉都市計画ごみ処理場の変更

第２号 名越ごみ処理場

③③ ②②

（原案）



報告第３号
鎌倉都市計画ごみ焼却場及びごみ処
理場の変更について

令和７年３月27日
鎌倉市まちづくり計画部都市計画課

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会

資料３



１ 主旨

本件は、名越ごみ焼却場を稼働停止し、新た
にごみ中継施設を整備することに伴い、鎌倉都
市計画ごみ焼却場（名越ごみ焼却場の廃止）
及び鎌倉都市計画ごみ処理場（名越ごみ処理
場の追加）を変更するものです。

1令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



２ 位置図

2

鎌倉都市計画ごみ焼却場

鎌倉都市計画ごみ処理場

今回の変更施設箇所

第１号名越ごみ焼却場→ 第２号名越ごみ処理場

第２号今泉ごみ焼却場

第１号資源リサイクルセンター

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会

第１号名越ごみ焼却場



３ 上位計画・関連計画

●既都市計画決定概要（名越ごみ焼却場）
都市計画決定日：昭和４０年３月１８日
名 称 ： 第１号名越ごみ焼却場
位 置 ： 鎌倉市名越地内（現在：大町五丁目地内）
面 積 ： 約０．４ヘクタール

○理由
名越地区における既存ごみ焼却場の老朽化に伴い、

増加するごみの処理に対処して、既存施設の改造を図る
ため、ごみ焼却場を決定しようとするものである。

3令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



●鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平成28年11月）

●第３次鎌倉市総合計画第４期基本計画（令和２年４月）

●鎌倉市都市マスタープラン（平成２７年９月）

●第３期鎌倉市環境基本計画（令和４年５月）

●第３次鎌倉市一般廃棄物処理基本計画（令和３年６月改定）

●鎌倉市・逗子市・葉山町ごみ処理広域化実施計画（令和２年８月）

●鎌倉市名越中継施設整備基本計画（令和５年８月）

３ 上位計画・関連計画

4

関連の上位計画

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



３ 上位計画・関連計画

●鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（整開保）
第２章 鎌倉都市計画区域の都市計画の方針

３ 主要な都市計画の決定の方針
（２）都市施設の整備に関する主要な都市計画の決定の方針
（２－３）その他の都市施設の都市計画の決定の方針

② 主要な施設の配置の方針
ア ごみ処理施設

ごみ処理施設については、ごみ処理広域化を視野に入れなが
ら、施設の継続性や新たなごみ処理施設の適正な配置等につい
て検討する。
ごみ焼却施設に関しては、老朽化等の問題を抱えているため、

施設整備を進める。

③ 主要な施設の整備目標
おおむね10年以内に整備することを予定している主要な施設は、

次のとおりとする。
ア ごみ処理施設

ごみ処理施設については、既存施設の継続性や新たな施設の
配置等の検討を踏まえたごみ処理施設の適切な整備を図る。

5令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会
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整開保P100抜粋

３ 上位計画・関連計画

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



３ 上位計画・関連計画

●第３次鎌倉市総合計画第４期基本計画（令和２年４月）

第３編 施策の方針
第３章 （３）都市環境を保全・創造するまち（68ページ）
分野生活環境
施策の方針① ３Ｒの推進・ごみの適正処理
主な取組（３） ごみの適切な処理体制の構築

市施設に集めたごみについて、ごみ処理に係る最新技術や民間
活力の活用、広域連携、費用負担の軽減などを踏まえ、環境に配慮
した安定的で効率的なごみ処理体制の構築に取り組みます。

⇒実施計画では中継施設の整備を重点事業に位置付け（64ページ）

7令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会
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第３次鎌倉市総合計画第４期基本計画 P68
実施計画P64抜粋

３ 上位計画・関連計画

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



３ 上位計画・関連計画

●鎌倉市都市マスタープラン（平成２７年９月）
部門別方針/循環型まちづくりの方針（79ページ）

２）循環型社会の構築
（２） ごみの発生抑制と循環利用
③ごみの処理体制の確立
名越クリーンセンターや今泉クリーンセンターのあり方等、新たなごみ処理

体制の確立に向けた都市基盤施設の整備について検討します。

9令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会
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３ 上位計画・関連計画

都市マスP79抜粋

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



●第３期鎌倉市環境基本計画（令和４年５月）
第４章 計画における環境施策(76ページ)
Ⅵ 循環型社会の構築
⑫ 廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用
１ 廃棄物の発生抑制･再使用･再生利用の促進
①循環型社会へ向けた施策の発信
広域連携やバックアップ体制の構築などにより、将来にわたる

安定的なごみ処理体制の構築を図ります。

３ 上位計画・関連計画

11令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



３ 上位計画・関連計画

12

環境基本計画P76抜粋

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



●第３次鎌倉市一般廃棄物処理基本計画（令和３年６月）

第２章 ごみ処理基本計画
第５節 基本方針に基づく施策の展開
基本方針６ 将来にわたる安定的なごみ処理体制の構築
（１） 広域連携による新たなごみ処理体制の構築
広域連携によるごみ処理を確実に進めるため、今後、様々なごみ減量・
資源化施策、各市町が担うごみ処理の役割分担、既存施設の共同処理
の方法等について検討を進めます。連携体制としては、「鎌倉市・逗子市・
葉山町ごみ処理広域化検討協議会」を事務運営に係る連絡会議として
充実させ、事務の委託に係る執行状況を相互にチェックする体制を整備
します。

第９節 ごみ処理施設の整備
３ 市のごみ処理施設
（１） 名越クリーンセンター

ごみ焼却施設の稼働は令和６年度末までとし、その後は市内の燃やす
ごみを逗子市焼却施設などに運搬するための中継施設の候補地として
の利活用を検討します。

３ 上位計画・関連計画

13令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



３ 上位計画・関連計画

14

鎌倉市一般廃棄物処理基本計画P47,65抜粋

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



●鎌倉市・逗子市・葉山町ごみ処理広域化実施計画（令和２年８月）

第７章 ごみ処理施設の整備方針
１ ごみ処理施設整備の考え方
＜鎌倉市＞
既存ごみ焼却施設は、地域住民との協定に基づき令和６年度(2024年度)で

焼却を停止することとしています。焼却停止後は、新たな焼却施設を建設
せずに、逗子市焼却施設による処理及び他市町村との連携や民間活用
による処理を行う予定です。

３ 第Ⅱ期(令和７年度～令和11年度)計画の整備方針
(1) 焼却施設、中継施設
焼却施設は、ごみの減量・資源化を推進することにより焼却量を削減した

上で、逗子市の既存施設を利用して２市１町の可燃ごみの処理を行うことと
します。鎌倉市にも中継施設を整備し逗子市焼却施設に運搬するものとし
ます。

３ 上位計画・関連計画

15令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



３ 上位計画・関連計画

16

鎌倉市・逗子市・葉山町ごみ処理広域化実施計画P47,51抜粋

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



３ 上位計画・関連計画

●鎌倉市名越中継施設整備基本計画（令和５年８月）

具体的な整備に向けた、施設の規模（120ｔ/日）や設備、処理方法、
事業手法の検討、施設整備に向けたスケジュール、施設配置計画 等を決定

17

鎌倉市名越中継施設整備基本計画記載の施設配置図案（P39）

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



４ 区域の考え方

18

●新たに追加する都市計画変更の概要（名越ごみ処理場）
名 称 ： 第２号名越ごみ処理場
位 置 ： 鎌倉市大町五丁目地内
面 積 ： 約０．５ヘクタール（+0.1ヘクタール）

既決定の区域

決定予定の区域

既決定区域以外に
現に施設として活
用し、今後も活用
を予定している区
域に合わせ面積を
変更

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会

第2号名越ごみ処理場
面積 約0.5ha



５ 今後の予定
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意見陳述申出書１通

原
案
の
公
告
・
縦
覧

公
聴
会

市
案
の
確
定

神奈川県へ事前相談

現在R7.1.24～
2.7 R7.3.19

縦覧者３名

市まちづくり条例の手続き 都市計画法の手続き

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会 19



意見陳述申出書１件

本件は、ごみ焼却場を変更し、ごみ処理場を整備するものだ
が、ここに計画する中継施設を経由して、逗子市の環境クリー
ンセンターに搬入させる家庭系燃えるごみの量について、逗子
市・葉山町の生ごみ処理施設の運用開始が遅れたため、当初
計画より減らす必要が生じた。都市計画の変更についても再考
をすべき事案となったと考える。（原文のまま）

意見陳述申出書 全文

６ 参考

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会

※公述意見対する考え方の整理は、次回の都市審議会で報告します。

20
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報告資料 

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会 

令和７年３月27日 

第８回線引き見直しに係る都市計画公聴会の概要 

 

１ 都市計画案件 

（１）鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

（２）鎌倉都市計画区域区分 

（３）鎌倉都市計画都市再開発の方針 

（４）鎌倉都市計画住宅市街地の開発整備の方針 

 

２ 公聴会の開催日時及び場所 

（１）日時 

令和６年 10月 31日（木）午後７時から午後８時 

（２）場所 

鎌倉市役所第３分庁舎 講堂 

 

３ 県の都市計画公聴会開催要領第６条に基づく図書の閲覧（以下「閲覧」という。） 

及び公述申出書の受付期間 

令和６年９月６日（金）から同月 27日（金）までの３週間 

 

４ 周知方法 

（１）神奈川県による記者発表（令和６年８月 19日） 

（２）神奈川県広報により公告（令和６年８月 20日） 

（３）県のたより（令和６年９月１日付発行）に掲載 

（４）広報かまくら９月号（令和６年９月 1日付発行）に掲載 

（５）神奈川県作成の周知用チラシを新聞折込にて各戸配布（令和６年９月６日） 

（６）同チラシを神奈川県及び鎌倉市において配布（令和６年９月６日～10月 31日） 

（７）神奈川県及び鎌倉市のホームページに掲載（令和６年９月６日～10月 31日） 

 

５ 公述申出書の受付数 

受付方法 提出数 

ファクシミリ １通 

 

６ 公述意見の概要 

公述人 

（賛成・反対） 
公述意見の概要 

Ａ氏 

（未記入） 

・鎌倉市の津波避難計画について 

・津波対策に係る具体の提案について 

・鎌倉市の津波対策と神奈川県の危機管理体制への要望 
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７ 公述意見の要旨と県の考え方 

公述人 公述意見の要旨 県の考え方 

Ａ氏 【鎌倉市の津波避難計画について】 

○ 神奈川県が設定した津波の想定値は 14.6

メートルで到達時間は８分に設定されてい

るが、鎌倉市の津波避難計画は、ハード・

ソフト面、津波の高さ、速さ、要避難者

数、避難に必要な時間等の想定が、不適切

である。津波は、水深が浅いものでも、人

が流されたり、住宅が全壊したりすること

がある。市民を守るためには、より具体的

できめ細やかな配慮が必要であるが、現在

の市の計画には、ハザードマップに「沿岸

部」の地域表示がないこと、非浸水地域の

指定にあたって津波の最大遡上高を考慮し

ていないこと、設定されている集合場所、

避難ビル、ミニ防災拠点らが、全てごく僅

かな人達にしか使えないこと等の問題点が

ある。 

このような問題点があるにもかかわら

ず、地形や避難に要する時間の差異などの

地域性を無視して、県や国の文書に従うだ

けでは、市民の安全を守る義務に違反する

非違行為ではないか。 

○ 鎌倉市は、地震発生後の三日間は避難者

たちの自助努力が必要であると述べてい

る。その理由は、切り通しが通れなくなる

こと、備蓄倉庫のカギを管理する職員が不

在となり、必要な大型貯水槽も不足するこ

と、自衛隊の優先出動が他の人口の多い街

に集中することを挙げている。 

○ しかし、災害対策基本法によれば、市長

は住民の生命財産を守り、避難した人々に

必要な支援を行う義務があり、法に基づき

計画を作成・実行する権限と責任があるた

め、市の対応は誤っている。 

○ 津波災害が発生した場合、被害者本人や

遺族等から市に対して集団訴訟が提起され

るのは避けられず、市の敗訴が予想され

る。その賠償金の問題以外にも、人命軽視

の評判や国家予算に対する経済的な悪影響

が生じる。 

○ 最悪の状況に備えるためには、防災方針

の変更が必須である。他人事ではなく、自

分事として計画を立案・実行することが必

要と考える。 

 

 

 

【鎌倉市の津波避難計画について】 

○ 津波等に関する都市防災対策について

は、「都市計画区域の整備、開発及び保全

の方針（以下「整開保」という。）」にお

いて、「だれもが安心して居住することの

できる、災害に強い都市づくりを目指し

て、『災害危険を軽減する都市空間の創

造』、『災害を防御し安全な避難地、避難

路を確保する都市構造の創造』、『安全で

快適な都市環境の創造』を図る」としてい

ます。 

また、鎌倉市都市マスタープランにおい

て、「被害を最小限に抑える『減災』の観

点をより重視して、避難を軸としたまちづ

くりに取り組みます。」とし、鎌倉市立地

適正化計画の防災指針に沿って、津波避難

対策を実施すると市から聞いています。 

なお、市の津波避難計画に係る御意見に

ついては、市の所管部局に伝えます。 
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【津波対策に係る具体の提案について】 

○ 市民にとって、地震や津波のレベルや予

測される浸水の程度、津波が到達するまで

の時間などが重要な関心事であり、それに

基づき行動を決める必要がある。床下浸水

するのか、２階に上がれば安全なのか、避

難が必要なのか、また避難場所やルートは

どこなのかなど、様々な情報が必要であ

る。 

○ 提案として、発生する地震・津波ごと

に、津波高、到達時間、マグニチュード、

震源或いは震央の他、幾つかの地域を現地

到達時間と到達高でグループ分けし、グル

ープごとに放送の周波数を変えて、市民が

必要とする即時情報をＡＩの利用で伝える

等ができないか。 

○ また、岸壁から沖合にＡＩ計測器をつけ

たブイを配置し、データを収集すること

で、リアルタイムのデータを市民のスマー

トフォン等に送信することができる。ま

た、大学の研究機関や政府機関と提携する

ことで、海底の深度や形状の変化、津波特

性の情報が蓄積し、自身や津波の予知能力

が向上することも期待できる。さらに、Ａ

Ｉドローンを使用した海中・海底・洋上の

立体映像により、最新のハザードマップと

整合性のあるハザードＡＩ情報を生成する

ことができ、相乗効果が得られる。 

○ 住宅街では、地下に必需品等を備蓄した

量産型核シェルターを埋設するとともに、

電動機、蓄電器、エレベーターを備えた円

錐型タワーを緊急避難用施設として設置す

る。繁華街では中層ビルの地下室を拡張し

て避難スペースを作り、建物を補強したう

えで、屋上にタワーを設置する。海浜部で

は公園駐車場を臨時避難場所化し、近辺に

緊急避難タワーを建設する。さらに、関係

機関と協力して災害対策のパンフレットを

作成・配布し、ＡＩロボットをホテルや駅

前に設置して多言語で情報を提供すること

を提案する。 

○ また、広域の地震や津波に対する救助活

動を行うために、行政機関や自衛隊、警察

などの代表者が役割分担・連携・調整等を

行い、一つのチームとして機動的に動ける

ようにしておくことが大切である。さら

に、各代表者がそれぞれの関係機関への窓

口となって協力し合うほか、シェルターや

タワーの開発・設置も、このチームで行う

ことを提案する。 

 

【津波対策に係る具体の提案について】 

○ 津波対策に係る具体の御提案について

は、県及び市の所管部局に伝えます。 
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８ まとめ 

公述意見を踏まえた都市計画素案の変更は行いません。 

なお、「公述意見の要旨と県の考え方」は、令和７年２月 25日付で公述人宛てに

送付するとともに、同年３月３日付で県・市ホームページにおいて公表しています。 

 

９ 経過及び今後の予定 

神奈川県       鎌倉市 

令和４年 12月 基本的基準の策定 

↓ 

令和６年８月 素案の確定 

↓ 

令和６年９月６日～27日 素案の閲覧 

↓ 

令和６年 10月 31日 公聴会の開催 

↓ 

令和７年１月 31日 県都市計画審議会 

・公述意見に対する考え方の審議 

↓ 

令和７年２月 原案の確定 

↓ 

令和７年２月～ 国関係省庁事前協議 

↓ 

都市計画案の確定 

↓ 

案の公告、縦覧及び意見書の募集 

↓ 

県都市計画審議会 

↓ 

国土交通大臣との協議 

↓ 

令和７年内予定 都市計画変更告示  

【鎌倉市の津波対策と神奈川県の危機管理体

制への要望】 

○ 鎌倉市長に対して、津波対策に関し、県

が行う津波災害警戒区域の指定を迅速に申

請することを強く提案する。 

○ また、神奈川県知事に対しては、神奈川

県の広域防災の危機管理体制を整備するた

めに、関係機関との連絡網やチーム作りの

リーダーシップを早急に執っていただきた

い。 

 

【鎌倉市の津波対策と神奈川県の危機管理体

制への要望】 

○ 津波災害警戒区域の指定に関しては、整

開保において、「津波災害に関連して、津

波災害特別警戒区域や津波災害警戒区域

の指定の検討や津波避難施設及び防災施

設の整備を検討する。」としています。 

なお、津波災害警戒区域の具体な指定に

及び県の広域防災の危機管理体制に関する

御意見については、県及び市の所管部局に

伝えます。 

 

令和５年度第４回 

鎌倉市都市計画審議会に報告 

（令和６年１月29日） 

・素案作成の方向性等 

令和６年度第２回（今回） 

鎌倉市都市計画審議会に報告 

（令和７年３月27日） 

・公述意見に対する考え方 

令和７年内の 

鎌倉市都市計画審議会に諮問

予定 

・県案件（整開保等）の諮問 

・市案件（用途地域）の付議 

 

県に都市計画の案となるべき事

項を申出（令和６年６月４日） 

令和６年度第１回 

鎌倉市都市計画審議会に報告 

（令和６年10月30日） 

・素案の概要、閲覧等の結果 



報告第５号 

 

 

 

 

鎌倉市都市マスタープランの改定に向けた 

取組について 



目次 

 

   スライド資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１ 



報告第５号
鎌倉市都市マスタープランの改定に向けた
取組について

令和７年３月27日
鎌倉市まちづくり計画部都市計画課

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会

資料１



１ 鎌倉都市マスタープランについて

1

都市マスタープランは、「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として
都市計画法（第18条の２）に位置付けられている。

都市マスタープランとは

●都市計画法（抜粋）
（市町村の都市計画に関する基本的な方針）

第十八条の二 市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本
構想並びに都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の都市計画
に関する基本的な方針（以下この条において「基本方針」という。）を定めるものとする。

２ 市町村は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見
を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

３ 市町村は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、都道府県知事
に通知しなければならない。
４ 市町村が定める都市計画は、基本方針に即したものでなければならない。

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



１ 鎌倉市都市マスタープランについて

2

鎌倉市都市マスタープランは、国土利用計画、都市計画区域の整備、開発及
び保全の方針（整開保）及び総合計画に則し、かつ部門別の取り組みと整合性
を持った都市計画・まちづくり分野の総合的かつ具体的で地域に則したマスター
プランとなる。

都市マスタープランの位置付け

鎌倉市都市マスタープランP3 抜粋

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



3

・都市計画のマスタープランであると同時に、総合計画の
基礎条件（土地利用）に関わる部分の計画としての位置付
けを持つ。

・部門別計画等の既存計画を調整・統合し、さらに今後の
部門別計画(まちづくり部門)、実施計画の指針とする。

・地域レベルでのきめ細かなまちづくりの指針を作成し、
地区計画等の適用指針として活用する。

鎌倉市都市マスタープランの役割

１ 鎌倉市都市マスタープランについて

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



4

鎌倉市都市マスタープランの沿革

１ 鎌倉市都市マスタープランについて

鎌倉市都市マスタープラン策定（平成10年（1998年）３月）

増補版 策定（平成17年（2005年）３月）

白書2011（平成23年（2011年）３月）
※評価・検討をとりまとめたもの

鎌倉市都市マスタープラン改定（平成27年（2015年）９月）

計
画
期
間
30
年

令和10年（2028年）３月で現行の都市マスタープランの
計画期間が終了。

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会

鎌倉市立地適正化計画策定（令和4年（2022年）３月）



２ 鎌倉都市マスタープランの改定について

5

改定に向けたスケジュール
令和６年度 令和７年度 令和９年度令和８年度

都
市
マ
ス

関
連
計
画
等

改
定
作
業
開
始

改
定
作
業
に
向
け

準
備

現
行
の
都
市
マ
ス

の
評
価

※本審議会には適宜報告

都
市
計
画
審
議
会

令
和
10
年
度

都
市
マ
ス
改
定
・運
用
開
始

鎌倉都市計画

区域の整備・開
発・保全の方針
の変更（整開保）

（仮称）第４次
鎌倉市総合計
画の策定

立地適正化計画の評価・検討

環境基本計画
の改定

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会

公共施設
再編計画
の改訂



３ 都市マスタープランの評価・検討について

・2011年に実施した評価・検討の白書を参考に行う

・各部門別方針の具体的な方針について関連課の
取り組み、実績等を意見聴取

・関連課の記載をもとに本審議会で評価をいただく

6

都市マスタープランの改定の参考とする

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会
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３ 都市マスタープランの評価・検討について

評価の方法

3.具体的な方針 関係課名
平成27年度以降

の具体的な取組
み及び達成状況

担当課
内評価

達成状況・課内評価に
対する理由

現在の担当課の施策
と鎌倉市都市マス
タープランとの相違

点、要望
内的要因 外的要因

鎌倉市都市マス
タープラン本編の
部門別方針の「3

具体的な方針」の
項目

課名

取組及び達成
状況（未着手
内容を含む）
を記入

自らの
評価を
記入

実施計画
の位置付
けによる遂
行、施策の
方向転換、
予算減、人
員減等、行
政内の要
因を記入

社会情勢の
変化、地域の
重要度の優
先順位の変
動、住民の合
意形成の未
成熟等、行政
以外の要因
を記入

鎌倉市都市マス
タープランと関係課
の施策との乖離して
いる内容や要望等
を記入

関連課へ照会

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会
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３ 都市マスタープランの評価・検討について

評価例（P62 自然環境の保全・回復の方針 １））（みどり公園課）

3.具体的な方針 関係課名

平成27年度以

降の具体的な
取組み及び達
成状況

担当課内評
価

現在の担当課の
施策と鎌倉市都市
マスタープランとの
相違点、要望

内的要因 外的要因

１）独自の地形をいか
した骨格的な緑地構造
の保全
(１)歴史的遺産と一体と
なった緑地の保全

天然の要害として鎌倉中
心部を取り囲む緑地や
周辺の歴史的遺産（史跡
や社寺、古道）と一体と
なった緑地の保全を図る
ため、古都保存法に基づ
く歴史的風土保存区域、
歴史的風土特別保存地
区の指定拡大について
県に要請します。また、
歴史的遺産や景観の一
体的な保全を図るため、
隣接する市に協力を求
めていきます。

みどり公
園課

・歴史的風土
特別保存地区
の指定拡大に
ついて、国・県
に対し継続し
て要望した。

・指定の拡大

には至って
いないが、
県との打ち
合わせや、
隣接市であ
る逗子市と
の打ち合わ
せを定期的
に実施して
いる。

・令和４年３月
に改定した鎌
倉市緑の基本
計画において
も、当初計画
から引き続き
歴史的風土保
存区域の枢要
な樹林地のう
ち、歴史的風
土特別保存地
区の指定が未
指定である区
域について、
その指定拡大
を方針として
いる。

・歴史的風土
特別保存地区
の指定が未指
定である区域
において、新
たに歴史的に
重要な文化的
遺産が発見さ
れ、周囲の自
然的環境と一
体となった歴
史的風土の保
存が必要と
なっている。

関連課のシートに評価を行う

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会



評価の視点

３ 都市マスタープランの評価・検討について

①取組状況
▲：未着手（実施計画なし）
△：未着手（実施計画あり）
〇：実施中（前期）
◎：実施中（後期）
●：終了

3.具体的な方針 関係課名
平成27年度以降

の具体的な取組
み及び達成状況

担当課
内評価

現在の担当課の施策
と鎌倉市都市マス
タープランとの相違

点、要望
内的要因 外的要因

鎌倉市都市マス
タープラン本編の
部門別方針の「3

具体的な方針」の
項目

課名を表記
取組及び達成状
況（未着手内容
を含む）を記入

自らの
評価を
記入

実施計画
の位置付
けによる遂
行、施策の
方向転換、
予算減、人
員減等、行
政内の要
因を記入

社会情勢の
変化、地域の
重要度の優
先順位の変
動、住民の合
意形成の未
成熟等、行政
以外の要因
を記入

鎌倉市都市マス
タープランと関係課
の施策との乖離して
いる内容や要望等
を記入

②内的要因
A：施策の方向転換
B：予算
C：人員
D：その他計画の位置付け
E：国、県、庁内他部署との連携
F：その他

③外的要因
a：社会情勢の変化
b：地域の重要度の優先順位の変動
c：市民の合意形成、要望
d：地権者、利害関係者の理解
e：法令との整合（土地利用の制限など）
f：その他

関連課評価に対し、取組状況及び要因を種別に分け、評価を行う

①

② ③

要因はプラスに作用した場合「+」、マイナスに作用した場合「-」を頭に記載

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会 9



評価記入例（P62 自然環境の保全・回復の方針 １））（みどり公園課）

3.具体的な方針
関係課
名

平成27年度

以降の具体
的な取組み
及び達成状

況

担当課内
評価

現在の担当
課の施策と
鎌倉市都市
マスタープラ
ンとの相違点、

要望

評価
内的要因 外的要因

１）独自の地形をい
かした骨格的な緑地
構造の保全
(１)歴史的遺産と一体
となった緑地の保全

天然の要害として鎌
倉中心部を取り囲む
緑地や周辺の歴史的
遺産（史跡や社寺、
古道）と一体となった
緑地の保全を図るた
め、古都保存法に基
づく歴史的風土保存
区域、歴史的風土特
別保存地区の指定拡
大について県に要請
します。また、歴史的
遺産や景観の一体的
な保全を図るため、
隣接する市に協力を
求めていきます。

みどり
公園課

・歴史的風土
特別保存地
区の指定拡
大について、
国・県に対し
継続して要望

した。◎

・指定の拡

大には至っ
ていないが、
県との打ち
合わせや、
隣接市であ
る逗子市と
の打ち合わ
せを定期的
に実施して
いる。

・令和４年３
月に改定し
た鎌倉市緑
の基本計画
においても、
当初計画か
ら引き続き
歴史的風土
保存区域の
枢要な樹林
地のうち、
歴史的風土
特別保存地
区の指定が
未指定であ
る区域につ
いて、その
指定拡大を
方針として

いる。+E

・歴史的風
土特別保存
地区の指定
が未指定で
ある区域に
おいて、新
たに歴史的
に重要な文
化的遺産が
発見され、
周囲の自然
的環境と一
体となった
歴史的風土
の保存が必
要となって

いる。+ｄ

・歴史的風土特
別保存地区の指
定拡大について、
緑の基本計画に
沿って、指定権者
である神奈川県と
指定拡大に向け
た調整等を行っ
ている。

・法に基づく指定
要件、国における
社会資本整備審
議会の経緯を踏
まえ、取組を継続
していくことが大
切である。

３ 都市マスタープランの評価・検討について

照会で記載のあったシートに評価を行う

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会 10



評価シート（参考） （P79 循環型のまちづくりの方針 ２）（２））（ごみ減量対策課・環境施設課）

３ 都市マスタープランの評価・検討について

3.具体的な方針
関係課
名

平成27年度以降の具体的な
取組み及び達成状況

担当課内
評価

達成状況・課内評価
に対する理由

現在の担当
課の施策と
鎌倉市都市
マスタープラ
ンとの相違
点、要望

内的要
因

外的要因

(２)ごみの発生抑制と循環利用

環境負荷の少ない「循環型社会」
を形成する上で、ごみそのものを
減らすため、発生抑制（リデュー
ス）、再使用（リユース）の更なる
充実を図ると共に、資源の有効活
用（リサイクル）も笛田リサイクル
センター等を拠点として引き続き
推進していきます。

③ごみの処理体制の確立

ごみの減量化・資源化に取り組む
一方で、平常時や災害時におけ
るエネルギーの有効活用の視点

を踏まえ、山崎下水道終末処理
場未活用地における新ごみ焼却
施設の建設に向けた準備を進め
ます。

また、並行して、名越クリーンセン
ターや今泉クリーンセンターのあ
り方等、新たなごみ処理体制の確
立に向けた都市基盤施設の整備
について検討します。

ごみ減量
対策課

環境施設
課

ごみの処理体制については、新た
な焼却施設を建設せずに減量・資
源化を徹底し、燃やさざるを得な
いごみは鎌倉市・逗子市・葉山町
の広域化により、既存の逗子市焼
却施設を中心に処理する方針に
変更し、令和２年８月に「鎌倉市・
逗子市・葉山町ごみ処理広域化実
施計画」を策定するとともに、令和
３年６月に「第３次鎌倉市一般廃棄
物処理基本計画」の改定を行った。
計画の実現に向け、名越クリーン
センターを令和７年１月中に稼働
を停止する予定としており、その跡
地に中継施設を整備するため、令
和５年８月に「名越中継施設整備
基本計画」を策定し、準備を進め
ている。今泉クリーンセンターに関
しては、名越中継施設整備期間中
における既存中継施設の使用延
長について、施設周辺の町内会で
構成する協議会と継続して協議を
進めている。取組及び達成状況
（未着手内容を含む）を記入

安定的なご
み処理体
制の構築
に向け、
「鎌倉市・
逗子市・葉
山町ごみ
処理広域
化実施計
画」の策定
及び「第３
次鎌倉市
一般廃棄
物処理基
本計画」の
改定を行っ
た。

・施策の
実現に向
けて必要
な計画の
策定及び
改定を実
施

・事業系
手数料見
直しの条
例改正提
案につい
て市議会
の議決

・計画の
策定及び改
定は、市民
意見を聴取
するととも
に、附属機
関である審
議会の意見
を反映

・施設周辺
の町内会で
組織する協
議会と協議
を継続

・ごみ処理
体制につい
ては、新ごみ
焼却施設の
建設をせず
に、逗子市・
葉山町と広
域化により
処理する方
針に変更

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会 11



評価シート（参考） （P63 自然環境の保全・回復の方針 ３）（２））（みどり公園課））

３ 都市マスタープランの評価・検討について

3.具体的な方針
関係
課名

平成27年度以降の具体

的な取組み及び達成状
況

担当課内評
価

達成状況・課内評価に
対する理由

現在の担当課の施策と
鎌倉市都市マスタープ
ランとの相違点、要望内的要因 外的要因

(２)身近な緑の創出、
拡大
市域面積の約 6 割を

占める市街地（住居
系・商業系・工業系用
地、駐車場等）におい
て、民有地緑化の一層
の推進を図るために、
都市緑地法に基づく緑
化地域の指定等に取
り組みます。

また、良好な生け垣の
創出や建物の屋上や
ベランダ等の緑化を推
進します。

公共施設用地におい
ても、緑化の強化及び
街区公園、近隣公園
等の整備により、身近
な緑の拡大と地域住
民のニーズに対応でき
る緑地の創出に努め
ます。

みどり
公園
課

・市民などによる接道部の
緑化について、申請に基づ
き補助金を交付した。（約1.1
㎞、96件）また、ブロック塀

等を除却し、接道緑化をす
る場合の補助率を段階的に
9/10に引き上げた。（令和３
年４月１日）

・開発事業について、条例に
基づき、緑化を推進した。

・コインパーキングなどの開
発事業について、条例に基
づき、緑化を推進した。
・開発の手続き基準条例に
基づき、平成27年から６箇

所の街区公園を供用開始し、
身近なオープンスペースを
確保し緑化の推進等を図っ
た。
・近隣公園としては、岩瀬下
関防災公園を平成27年4月
に供用開始。
・笛田一丁目公園は平成27

年度に整備工事を行い、平
成28年５月１日に供用開始。

・市民などによ
る接道部の生
垣や樹木の植
栽等による緑
化を支援し、
緑豊かなまち
並み景観を創
出している。

・開発区域内
での緑化を推
進し、緑豊か
で快適な居住
環境の形成を
図っている。
・広く平坦な土

地が少ないた
め近隣公園等
の広い公園の
整備は難しい
が、土地の活
用方針は概ね
決まっていた
ため供用開始

まで行えた。

・住宅や住
宅地内の緑
化の維持や
緑の創出に
対し、適正
な支援と誘
導が行われ
ている。

・防災公園
街区整備事
業の手法を
とることで、
地権者の要
望等にも合
わせて整備
を行うことが
できた。

・住宅や住宅
地内の緑化
の維持や緑
の創出に対
する市民等
の意識の向
上に寄与して
いる。

・近隣公園等
の広い公園
については需
要があり多く
の人に利用さ
れている。

・屋上緑化やベランダ等の
緑化については、積極的に
推進してはいない。

特に、開発事業においては、
屋上緑化は商業地域のみ
認めることとしていますが、
認めた事例は数が少なく、
地植えを原則としているた
め、「建物の屋上やベラン
ダ等の緑化を推進します。」
という記載は、検討が必要
と考えます。
・緑化地域制度については、

市街地における敷地内緑
化は、条例等によって進め
られており、今後も継続して
実施することから、緑の基
本計画から削除しました。
（令和４年３月）
・街区・近隣公園の整備は

緑地拡大・創出とは趣旨が
異なるので、この項目への
記載については検討

令和６年度第２回鎌倉市都市計画審議会 12
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